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要　旨

下水道施設は，土木資産，機械資産など，保全方法の異なる複合資産を抱える．このた

め，さまざまな種類の資産に対応し, ＬＣＣを考慮に入れた，最適な維持管理計画の策定

が求められる．下水道事業体は，公営企業として，補修や再構築にかかる財源も様々であ

る．さらに，下水道事業は公営企業として，財務会計を有する場合も多く，財務会計と有

機的に連携した管理会計を構築することが重要である．本研究では，下水道処理施設のア

セットマネジメントに資する管理会計システムを提案するとともに，財務シミュレーショ

ンを通じて，ライフサイクル費用の低減に貢献するようなアセットマネジメント戦略を検

討するための方法論を提案する．工学的維持管理システムによる，最適維持管理補修政策

が，現状政策と比較して，効果があることを適応事例において実証する．さらに，下水道事

業者は，起債の償還期間と施設の耐用年数に差があることにより，経営が不安定化し，累

積債務を抱える例が多い．減価償却の速度と債務の償還速度の差に注目して，指標Cを定

義する．この指標Cを用いて，下水道事業体の経営安定化させるためのに有用な，債務削

減政策について提案する．
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第1章 はじめに

下水道事業者は，財務体質が非常に悪い状態に陥っている場合が多い．多額の企業債発

行による，多くの下水道事業体では，単独で採算をとれず，他会計からの繰り出しや企業

債からの資金調達に依存しているのが現状である 4)．また，企業債の償還期間と施設の耐

用年数との間に差があること等により，事業の性質上，構造的に資金不足が生じることが

ある．

公共下水道事業は,地方財政法上の公営企業に位置づけられており，下水道事業の経営に

は，一般会計との間の適正な経費負担区分（雨水公費・汚水私費の原則）を前提とした独

立採算制の原則が適用される 1)．地方公営企業法の適用を受ける事業体は,独立採算制を前

提とし，下水道料金の算定の根拠を明らかにするように財務会計の開示が求められる 2), 3)．

しかし，現状では，法適用の有無に関わらず，料金設定に必要な情報（将来にかかる費用

等）は会計情報として開示されていない場合が少なくない．さらに，多くの下水道事業体

では，独立採算を達成できず，料金設定に必要な情報（将来にかかる費用等）は会計情報

として開示されていない場合が少なくない．

現状の下水道経営は，極めて厳しい財政状況に置かれており，一般会計からの基準外に

よる費用繰入等により事業運営がなされている場合が多い．下水道事業債の借入残高は多

額であり，元利償還費は下水道管理費の７割を占めるに至っている．経営の健全化・効率化

へ向けて鋭意努力が重ねられているが，今後さらなる財政状態の悪化が懸念されていると

ころである．さらに，近年，下水道施設の老齢化が進展しており，近い将来に施設の更新

時期が集中すると予想される．維持補修，更新にかかる経費は，機能停止に陥る事態にな

らない限り，先送りされる傾向が強く，ＬＣＣ最小化の観点から，予防保全的なアセット

マネジメントが行われていない場合が多い．このような状況の中で，下水処理施設のサー

ビス水準を保つためには，長期的な財務債権計画と整合が図れるような維持補修計画を策

定し，効率的な施設運営を図ることが求められる．また，維持補修費・再構築費の縮減，企

業債償還計画の適正化，下水道料金の適正化にあたって必要となるアカウンタビリティの

確保を目的とする，下水道管理会計システムの構築が望まれる 5), 6)．

下水道施設のアセットマネジメントについて，土木構造物，建築物，各種設備・機器等

など、管理方式の異なる複数の資産群から構成されている施設を対象としている点に，そ

の特徴がある．

補修費を補うべき下水道収入から，再構築費の資金調達のための起債に至るまで，様々

な財源が用いられる．下水道アセットマネジメントにおいて，維持管理計画を最適化し，事

業の安定性・継続性を確保していくためには，異なる資産管理方式と資金調達方式を同時
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に考慮したライフサイクル費用分析が必要となる．さらに，下水道事業は公営企業として

の財務会計を有する場合も多く，財務会計と有機的に連携した管理会計を構築することが

重要である．また，公企業債の償還年数は 30年と固定されており，財務面でゆとりがある

時期でも，繰り上げ償還による返済が認められない．下水道事業者は累積債務を抱えるこ

とが多いが，この問題を緩和し，私企業のようにファイナンスによらず，アセットマネジ

メントを通じて，財務を長期間に渡って，健全に保ち，経営基盤を強化する方法論が求め

られている．

以上のような問題意識のもと，本研究では，下水道管理者が下水道処理施設の資産管理情報

に基づいて，下水処理者が下水処理施設の資産管理情報に基づいて，下水処理施設の合理的補

修を執行するための下水処理施設管理会計システム（Sewage disposal facilities maintenance

Management Accounting System）(以下、ＳＭＡ Sと略す)を提案する．SMASは，１）

下水道処理施設の効率的維持補修計画を策定し，工学的管理会計情報を作成する工学的維

持管理システム（Engineering Maintenance Management System :以下，ＥＭＳと略す），

２）工学的管理会計情報（年平均費用，相対費用等）を会計的情報に翻訳し，下水道処理施

設の資産価格と会計年度における資産（もしくは負債）の変化を記録する管理会計システ

ム（ Acounting Proceing System:以下，APSと略す）により構成される．会計年度におけ

る補修実績は，当該年度の資産の増加（あるいは負債の減少）として計上され，翌年度以

降の下水処理施設の予算を管理するための基礎情報として利用される．下水道施設は，下

水処理場，官渠，ポンプ場など，複合的な施設で構成されるが，本稿では，下水道処理場

の水処理施設（以下，下水処理施設と呼ぶ）に焦点を絞ることとする．管理会計を検討す

る際には，すべての施設を考慮することが必要となるが，本稿では，下水処理場の水処理

施設（以下，下水処理施設と呼ぶ）に焦点を絞ることとする．２章では本研究の全体像を

示す．３章では，工学的管理会計情報を作成する工学的維持管理システム（ＥＭＳ）を説

明する．４章では、管理会計作成システム，５章では，下水道処理施設の管理会計シミュ

レーションを提案する．さらに減価償却費から年企業債償還額を差し引いた指標Ｃを提案

し，この累計額を戦略的に再構築に運用し，新規起債を抑制し，債務償還や，利払いを抑

制することで，将来のキャッシュフローを充実させ，公企業債の繰り上げ償還に変わる方

法として，財務の健全化，経営基盤の強化を目指す仕組みを提案する．６章では，現実の

下水道処理場の資産データをもとに設定された標準的な下水処理施設モデルを対象とした

適用事例を示す．
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第2章 本研究の基本的考え方

2.1 従来の研究内容

近年，これまでの事後的補修によるアセットマネジメントから，長寿命化に向けた，予

防保全的な維持補修によるＬＣＣコストの低減が求められる．このニーズにこたえるため，

土木構造物の最適補修モデルや，それを内蔵したようなアセットマネジメント支援システ

ムに関する研究が蓄積されている．例えば，橋梁に関しては，PONTISをはじめ，長期的

なライフサイクル費用の削減を目指したBMS（Bridge Management System）が数多く提

案されている 7)．土木構造物の維持管理にあたっては，ここの構造物の補修計画を検討す

るプロジェクトレベルと，管理する構造物群全体の補修政策や予算計画を検討するネット

ワークといった階層的に異なるマネジメントレベルを取り扱う必要がある．プロジェクト

レベルにおいては，マルコフ決定モデルを用いてライフサイクル費用の最小化に資するよ

うな最適補修政策を導出するモデルが提案されている 8)− 10)．ライフサイクル費用評価に

おいては，異なった時点間における費用の取り扱いが重要となる．PONTISでは，割引率

を用いてライフサイクル費用を現在価値に換算する，割引現在価値法が採用されている．

一方，小林はインフラを非償却性資産と位置づけた場合，平均費用法を用いてアセットマ

ネジメント戦略を作成することにより，インフラ群全体としての効率的なアセットマネジ

メントが実現することを示している．さらに，平均費用法を用いたライフサイクル費用評

価は繰延維持補修会計原則と整合的であるという利点がある．このような視点から，貝戸

ら，青木らは，平均費用法を用いた最適補修モデルを提案している 12), 13)．さらに，最適

補修政策モデルを搭載したBMS 14), 15)も提案されている．そこでは，橋梁システム全体の

維持管理を対象として，橋梁部材の劣化予測結果に基づいて，予算管理計画を作成するよ

うなシミュレーションシステムが提案されている．そこでは，橋梁システム全体の維持管

理を対象として，橋梁部材の劣化予測結果に基づいて，予算管理計画を作成するようなシ

ミュレーションシステムが提案されている．また，道路舗装の最適補修計画に関する研究
16)や舗装マネジメントシステム 17), 18)が提案されている．さらに，山本等は道路付帯施設

を対象としたアセットマネジメントシステム（Fasys-AM）を提案している 19)．Fasys-AM

は，道路上に数多くの施設が設置される道路付帯施設群を対象として，点検・補修タイミン

グの最適同期化政策を導出するシステムである．以上で紹介したアセットマネジメントシ

ステムは，いずれもライフサイクル費用の低減化に資するような維持補修計画や予算計画

を策定することを目的としており，本格的な管理会計システムを開発しているわけではな

い．本研究で対象とする下水道施設に関しても，実用的なアセットマネジメントシステム
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が提案されている 20), 21)．さらに，堀らは平均費用法を用いた下水処理施設の最適点検補

修モデルを提案している 22)．しかし，これからの研究も下水処理施設の予算計画を策定す

ることを念頭においており，下水道処理施設の予算計画を策定することを念頭に置いてお

り，下水道事業体の財務的維持可能性に及ぼす影響を分析するような管理会計システムは

構築されていない．これに対して，本研究では公営企業である下水道事業体における維持

補修政策が，事業体の長期的な財務構造に及ぼす影響を分析できるようなシミュレーショ

ンを提案する．さらに，劣化・補修過程シミュレーションと管理会計シミュレーションモ

デルは構築されていない．これに対して，本研究では，公営企業である下水道事業体にお

ける維持補修政策が，事業体の長期的な財務構造に及ぼす影響を分析できるような財政シ

ミュレーションモデルを提案する．さらに，劣化・補修過程シミュレーションモデルと管

理会計シミュレーションを互いに連携したようなシミュレーションモデルを提案し，企業

債の発行政策，維持管理政策が，財務会計における勘定科目の長期的な変動パターンに及

ぼす影響を評価しうるような，下水道管理会計システムを提案する．その際，下水処理場

施設が，土木構造物，機械，電気の多数の複合施設群により構成されていることに着目す

る．下水処理施設を構成するそれぞれの施設は，管理・保全方法が異なり，それぞれの施

設を管理する部局が必要となる会計情報も当然のことながら異なる．本研究では，それぞ

れの施設ごとに，それらの管理・保全の方法の整合がとれるような会計原則を採用したよ

うな複合的な管理会計システムを構築する．

2.2 管理会計の役割

会計情報は過去の情報の集積であり，将来の維持管理に関する情報を生産すること目的

としているわけではない．しかし，ある決算時点での資産ストックの一覧表である貸借対

照表を用いて，そこから将来の維持管理に関する情報を取り出すことは可能である．公営

企業会計基準が有する問題は，インフラ資産ストックの評価が，資産の維持管理に適した

会計情報になっていない点である．その原因の 1つが，インフラ資産の減価償却にある．減

価償却費は，発生主義に基づく費用収益対応の原則により，資産を費用化したものであり
23)，損益計算書（以下，P/Lと略す）における費用項目という意味合いが強い．一方，イ

ンフラ資産額から貸借対照表（以下，B/Sと表す）で計上されている減価償却累計額を差

し引くことにより，インフラ資産の評価を行うことも可能である．しかし，インフラ資産

の法定耐用年数と，インフラの実寿命が一致しておらず，財務会計上のインフラ資産評価

額が，実際の資産価値を表しているとは言いがたい．インフラ資産に対しても，法定耐用

年数が定められ，それに基づいて減価償却を行っているが，耐用年数が過ぎてもインフラ

資産は公共サービスを提供し続けており，減価償却の根拠である費用収益対応の原則が成

立しにくい 24)．
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企業の財務会計は経営成績と財政状態を資本提供者に開示することを目的としている．株

式会社の場合，株主，債権者は財務会計情報を通じて，投資する資本の配当や利回りや回

収可能性を判断する．しかし，公共サービスを提供する公営企業の場合，資本の提供者は

公共サービスの利用者や納税者であり，利用料金算定の根拠となる原価や公営企業の財務

的効率性，維持可能性に関する情報の開示が求められる．特に，インフラ資産の場合，その

資産がある一定のサービス水準を長期的に維持できるか否かに関する会計情報が必要であ

り，繰延維持補修会計原則 23)に基づいた会計情報が有用である．しかし，現行の公営企業

会計基準では，繰延維持補修会計原則の適用は認められていない 24)．したがって，アセッ

トマネジメントに必要な情報は，管理会計として処理することとなる．さらに，P/L, B/S

に関わる詳細な情報を提供する付属明細表，もしくは，公営企業の場合，予算に関する説明

書の中に，必要な管理会計情報を適宜開示していくことが可能である．将来的には，財務

会計と並列してインフラ会計を開示するという方策も検討することが必要であろう．本研

究では，下水処理施設の効率的なアセットマネジメントを実施することを目的として，イ

ンフラ資産に関する必要な情報を提供できる管理会計システムを提案する．

2.3 下水道アセットマネジメント

下水道事業に供する資産群は管渠，ポンプ場，浄化センター（下水処理施設，汚水処理

施設）等の複合的施設により構成される．また，各施設は，土木構造物，建築物，機械，電

気（計測器）等に分類できる．これらの資産群は，それぞれ所与のサービス水準を保つよ

うに，点検・補修更新の最適化を通じて，ライフサイクル費用を低減することが必要であ

る．本研究の適用事例では，下水処理施設に焦点を置く．下水処理施設では，下水処理槽

が直列に配置され，処理システムのリダンダンシーが確保されていない場合が多い．この

ような下水処理施設では，下水処理槽の点検・補修を実施する際，排水を実施するために

下水処理施設の操作・運用を一時的に停止せざるを得ない．下水処理施設の点検・補修業務

を限られた時間の範囲の中で，集中的に実施することが必要となる．定期的に点検を行い，

点検結果に応じた補修を実施することが求められる．さらに，施設の劣化過程に不確実性

が介在しており，施設劣化に関する一定程度のリスクを許容しなければならない．下水処

理施設を管理するために，点検・補修の政策とその政策を適用した際の施設の劣化リスク

（リスク管理水準）およびライフサイクル費用の関係を分析することが重要な課題となる．

一般に，劣化リスクとライフサイクル費用は，互いにトレードオフの関係にある．本研究

で提案する下水処理施設管理システム（SMAS）の基本構成を図-1に示す．工学的維持管

理システム（EMS）は，戦略レベル (長期計画) ，戦術レベル (短・中期計画) ，実施レベ

ル (単年度計画) を対象とした維持補修計画とそのフォローアップを支援するシステムで

構成されている．このうち，戦略レベルでは，対象施設に関する点検・補修政策の最適化，
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及びライフサイクル費用と維持管理費の年次的推移を予測し，必要な予算計画案を作成す

る．その際，土木構造物（例えば，下水処理槽）の場合，リスク管理水準を所与として，平

均費用の最小化に資するような点検・補修政策を決定することが重要な課題となる．一方，

その他資産に関しては，資産の損傷度評価，劣化予測等に関して基本方針を決定し，用意

したシナリオパターンより各資産の最適なシナリオパターンの組み合わせを求める．戦術

レベル（短・中期計画）においては，戦略レベルにて決定した各期予算にしたがって，管

理対象となる各施設群への予算の配分を検討する．配分された予算の範囲内で，管理水準

の目標値と点検・補修・更新政策の見直しを行う．実施レベル（単年度計画）では，単年

度に点検・補修・更新を実施する対象施設を決定し，計画に従って点検・補修・更新を実施

する．各期の予算の範囲内で，計画に従った点検・補修・更新をすべて実施できない場合

は，当該年度の補修・更新の繰越量として記録され，次年度以降の計画に反映される．ア

セットマネジメントにおいてライフサイクル費用評価を行うために，資産群の将来の劣化

特性を予測する必要がある．ライフサイクル費用評価の信頼性は，劣化予測モデルの精度

に大きく依存する．本システムでは，土木構造物の劣化過程の不確実性を考慮した最適点

検・補修モデル 22)を用いて，構造物の点検・補修政策を決定する．工学的維持管理システ

ム（EMS）は，既往の下水道アセットマネジメントシステム 20), 21)をプラットフォームと

して，平均費用法に基づいた最適点検・補修モデルによる政策評価モジュールを付加した

内容になっている．また，最適点検・補修モデルに関しては，参考文献 22)を参考にした．

本研究で用いる最適点検・補修モデルに基づいて，土木構造物を維持するためのライフサ

イクル費用情報（年平均維持補修費，相対費用）を作成することができる．これらのライフ

サイクル費用情報は，繰延維持補修会計原則に基づく費用情報と整合的であるという利点

がある．これらのライフサイクル情報の意義については，参考文献 12)を参照して欲しい．

EMSの重要な目的の 1つである工学的会計情報の作成プロセスについて簡単に説明する．
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第3章 工学的会計情報に関する検討

3.1 管理会計システムの構成

下水処理施設は多数の土木構造物，機械・電気施設で構成される複合的施設である．こ

れらの施設・設備群は，それぞれ管理・保全の方法が異なり，施設管理者等が必要な会計

情報も異なる．一般に，下水処理施設の管理・保全方法は，1) 状態監視保全，2) 時間計画

保全，3) 事後保全という 3つのタイプに分類される．下水処理施設を構成する各施設と保

全方法，および管理会計原則の対応関係を表-1に整理している．3つの管理会計原則の基

本的な考え方とインフラ会計における意味については，参考文献 6)に譲ることとする．土

木構造物は，劣化過程に不確実性が存在し，土木構造物の法定耐用年数と実態の間に乖離

が大きい．さらに，構造物の状態と対応して適切な維持補修を行うことにより，健全度を

回復することができる．土木構造物の保全・管理においては，維持すべき健全度とそれを

実現するための維持補修政策を決定するとともに，構造物の維持補修のために必要となる

維持補修費を支出していくことが望ましい．工学的検討に基づいた維持補修計画に従って，

必要とされる維持補修費が算出されるために，繰延維持補修会計原則を用いた会計処理が

適合する．本研究では，平均費用法を用いた下水道最適点検補修モデル 22)を用いて管理会

計情報を作成する．機械の中で，複数の機械で構成される複合的機械は状態監視保全の対

象となる．これらの機械に関しても，機械性能に関するサービス水準を規定し，土木構造

物に準拠した考え方で最適点検補修政策を検討する 10)．一方，時間計画保全，事後保全方

策が適用される電気・機械，計測器，建築は，故障した場合に新しい機器に交換される．そ

のための準備費用を会計処理することが求められる．したがって，減価償却会計原則を用

いて必要な会計情報を得ることができる．

3.2 資産台帳システム

公営企業が保有する有形固定資産は，公営企業会計基準に従って固定資産台帳に記録さ

れる．会計年度期間中に 1回は資産について実査し，資産の実在を確認することが求めら

れている．資産が滅失していれば固定資産台帳から除却される．また，資産の機能が著し

く損傷している場合には資産価額が減額される．一方，下水処理施設に関する資産データ

は下水処理施設の資産台帳システムで管理される．対象とする下水処理施設では，ポンプ

井から最終沈殿地までの資産の情報が台帳として整備されている．さらに，土木構造物に

関しては下水処理施設の維持管理の基本となるべき「コンクリート標準示方書」に基づい
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て補修工法を指定している．これらデータを一括して資産台帳システムとして情報を蓄積

することが必要である．本研究の適用事例で作成した資産台帳システムの記載内容の一部

表-2に示している．下水処理施設の資産台帳システムに記載されている情報は，実地点検

結果や補修実績に基づいて逐次更新される．

3.3 繰延維持補修管理会計

繰延維持補修会計を用いて土木構造物の維持補修のための管理会計を作成する．そのた

めには，土木構造物の健全度を一定水準に維持するために必要となる毎年の維持補修費 (年

平均維持補修費) と，過去の維持補修において先送りされた補修費 (相対費用) を評価する

ことが必要となる．以下では，堀らが提案した下水処理施設の最適点検補修モデル 22)を用

いて，最適点検・補修政策を求めるとともに，これらの点検・補修政策に準拠して工学的

管理会計情報 (年平均維持補修費と相対費用) を作成する方法を提案するなお，本研究で

は，小林 11)が指摘したように，下水処理施設を半永久的に維持すべき非償却性資産として

位置づけ，建設年次の異なる施設群全体を効率的に維持するために，平均費用を最小化す

るような点検・補修政策を求める．すなわち，ライフサイクル費用の算定に割引率を用い

ず，将来にわたって発生する点検・補修費を平準化した平均費用を用いてライフサイクル

費用評価を実施する．初期時刻 t0を起点とし，無限遠に続く離散的時間軸

tdr = t0 + rd (r = 0, 1, · · ·) (3.1)

を導入する．ただし，添え字 r (r = 0, 1, · · ·)は点検・補修間隔 (政策変数) dの離散的

時間軸における時刻番号を表す．対象とする施設が，複数の部材や部位で構成されると

考え，その中の特定の部材・部位 (以下，部材と呼ぶ) k (k = 1, · · · , K)に注目する．各

部位は，たとえばコンクリート版のように面的広がりを有している．点検により部位の

損傷が発見された場合，点検・補修作業に費やす時間を短縮するため，損傷箇所に焦点

を絞った局所的補修が実施される．対象とする部位を S 個のメッシュ分割し，メッシュ

s (s = 1, · · · , S)の健全度をM 個の離散指標 i (i = 1, · · · ,M)で表現する．iの値が大きく

なるほど，劣化が進展している．時刻 tdr におけるメッシュs (s = 1, · · · , S)の健全度を状

態変数 hs(tdr) = i (s = 1, · · · , S; r = 0, 1, · · ·)を用いて表現する．時刻 tdr = t0 + rdにおい

て，メッシュsの劣化状態が hs(tdr)であり，時刻 tdr+1において劣化状態 hs(tdr+1)に推移す

る条件付確率を Prob[hs(tdr+1) = j|hs(tdr) = i] = pij と表す．推移確率 pij は点検・補修間

隔 dに依存するが，記述の簡便化のため dを省略する．M は吸収状態である．pij を (i, j)

要素とする推移確率行列を pと表記する．補修政策 ξをメッシュsの健全度 hs(tdr+1)に対

して，補修前後の健全度を指定するルール

qξ
jj′ =

 1 ηξ(j) = j′

0 それ以外の時
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(j = 1, · · · ,M ; j′ = 1, · · · , j) (3.2)

を用いて定義する．この時，補修政策 ξの下で，実現する劣化・補修過程は推移確率 P ξ
ij′

P ξ
ij′ =

M∑
j=1

pijq
ξ
jj′　 (3.3)

を用いて定義できる．P ξ
ij′ を (i, j)要素とする推移確率行列をP ξ(d)と表す．補修政策 ξの

下で，時刻 tdr における部位 kの健全度を，健全度別延べ面積 (メッシュ数) aξ
i (t

d
r)を総面

積 Sを用いて基準化した相対頻度 πξ
i (t

d
r) = aξ

i (t
d
r)/Sを要素とする相対頻度ベクトル

πξ(tdr) =
{
πξ

1(t
d
r), · · · , π

ξ
M (tdr)

}
(3.4)

を用いて表現すれば，部位 kの劣化・補修過程は

πξ
j (t

d
r+1) =

M∑
i=1

P ξ
ijπ

ξ
i (t

d
r) (3.5)

と定式化できる．上式をベクトル表記すれば，

πξ(tdr+1) = πξ(tdr)P (ξ) (3.6)

である．下水処理施設の点検・補修過程が繰り返され，長期定常状態に到達したとする．部

材の健全度に関する定常確率ベクトルを πξ = (πξ
1, · · · , π

ξ
M )と表す．定常確率は

πξ = πξP (ξ) (3.7)

を満足するようなπξとして定義される．したがって，長期定常状態に達した時の，点検前

における損傷度に関する定常確率Πξ = (Πξ
1, · · · , Π

ξ
M )は，

Πξ = πξp(ξ) (3.8)

と表せる．施設のリスク管理水準を Ū と表し，点検前における損傷度M の定常確率 Πξ
M

を，リスク管理水準 Ū 以下に抑えることが可能な補修政策の集合 Ω(Ū)を，

Ω(Ū) = {(d, ξ)|Πξ
M ≤ Ū} (3.9)

と定義する．下水処理施設の定常的点検・補修過程における時刻 tdr において，補修政策 ξ

の下で必要となるコンクリート版 kの平均費用をwξ
k(i)と定義する．平均費用wξ

k(i)は，部

材 kの劣化過程に関する推移確率行列 pkξ，損傷度別の補修工法単価 cj′k
j ，および補修政策

行列 qξ を用いれば，

wξ
k(i) =

M∑
j=1

j∑
j′=1

pkξ
ij qξ

jj′c
j′k
j Skπk

i (3.10)
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と定義される．この時，リスク管理水準 Ū を所与とした時に，下水処理施設全体の土木構

造物の平均費用を最小とするような補修政策を求める最適点検・補修政策モデルは，

min
d,ξ

{
n∑

k=1

wξ
k(i)
d

}
(3.11)

subject to (d, ξ) ∈ Ω(Ū) (3.12)

(i = 1, · · · ,M)

と定式化できる．

下水処理施設全体のリスク管理水準を維持するために必要となる平均費用 wξ∗ は，

wξ∗ =
K∑

k=1

M∑
i=1

wξ∗

k (i) (3.13)

である．以上で求めた平均費用は，最適点検・補修政策の下で算定された平均費用であり，

リスク管理水準を達成するための平均費用の最小値を表している．しかし，過去から現時

点までの補修アクションは，必ずしも最適補修政策に従って実施されてきたわけではない．

特に，過去において必要な補修アクションを将来に先送っていた場合，現時点，もしくは

将来時点において集中的に補修アクションを実施することが必要となる．このように過去

の時点に補修アクションの実施を先送りした場合，先送り額を管理会計上繰延維持補修費

として処理することが必要となる．貝戸ら 12)は，平均費用法を用いたマルコフ決定モデル

を用いて，初期年度において平均費用からの乖離を相対費用 zとして求める方法を提案し

ている．相対費用 zは，初期値 (損傷度) の違いから生じる定常状態までの期待増加費用で

ある．管理会計システムを導入した時点において，対象とする土木構造物の健全度の実態

に応じた相対費用を算定し，B/Sに繰延維持補修引当金として計上することが必要である．

繰延維持補修引当金が正の場合は，定常状態に対して維持補修費の過去からの先送りが発

生していることになる．年平均維持補修費 wd∗ + ed∗ は，年平均補修費 wd∗ と年平均点検

費 ed∗ の和で定義される．

いま，カレンダー時刻 t = t0 を現在時刻とする．時刻 t0 は，SMASを導入した時刻を

意味する．時刻 t0の目視点検で，部材 k(k = 1, · · · ,K)の健全度がランク iであると判断

されたと考える．期待累積ライフサイクル費用 uξ
k(i, t

d
r)は，補修政策 ξの下で，時刻 t0に

おいて損傷度 iの初期状態から時刻 t = tdr に至るまでに発生する部材 kの補修費の総和に

関する期待値を表す．時刻 t0から時刻 td1へ 1期経過する間に劣化が進展し，時刻 td1の直

前に損傷度が jに推移したと考える．時刻 td1の直前に補修アクションが実施されると考え

る．時刻 t0において時刻 td1にどのような補修が実施されるかは不確実である．そこで，時

刻 t0において，損傷度が iである場合，時刻 td1の直前までに補修政策 ξの下で必要となる

部材 kの期待補修費 rξ
k(i)は，

rξ
k(i) =

M∑
j=1

j∑
j′=1

pk
ijq

ξ
jj′c

j′

j Sk (3.14)

(i = 1, · · · ,M)
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と表される．つぎに，時刻 td1に着目する．時刻 t0から，1期間経過する間に劣化が進展し，

時刻 td1の直前に実施された補修アクションを経て，時刻 td1に損傷度が jに推移したと考え

る．さらに，時刻 td1から補修政策 ξを適用し，時刻 tdr に至るまでの期間中に発生する期待

累積ライフサイクル費用を uξ
k(j, t

d
r−1)と定義する．時刻 t0から時刻 td1 までの間に，部材

kが損傷度 iから jに推移する確率 P ξ
ij を用いれば，期待累積ライフサイクル費用 uξ

k(i, t
d
r)

と uξ
k(j, t

d
r−1)の間に次式が成立する．

uξ
k(i, t

d
r) = rξ

k(i) +
M∑

j=1

P ξ
iju

ξ
k(j, t

d
r−1) (3.15)

(i = 1, · · · ,M)

時刻 tdr 期末の期待累積ライフサイクル費用 uξ
k(i, 0)は uξ

k(i, 0) = 0(i = 1, · · · ,M)を満足す

る．十分大きな rに対して，再帰方程式 (3.15)の解 uξ
k(i, t

d
r)が

uξ
k(i, t

d
r) = rwξ∗

k + vξ
k(i)(i = 1, · · · ,M) (3.16)

と近似できる 12)．期待累積ライフサイクル費用 uξ
k(i, t

d
r)は期間長 rに比例する項 rwξ

kと初

期損傷度 iに依存する項 vξ
k(i)に分解できる．式 (3.15)と (3.16)を用いて，

rwξ∗
k + vξ

k(i)

= rξ
k(i) +

M∑
j=1

pξ
ij,k[(r − 1)wξ∗

k + vξ
k(j)] (3.17)

を得る．
∑M

j=1 pξ
ij,k = 1を考慮すれば，連立方程式

wξ∗
k + vξ

k(i) = rξ
k(i) +

M∑
j=1

pξ
ij,kv

ξ
k(j)

(i = 1, · · · ,M) (3.18)

を得る．連立方程式 (3.18)は，M 本の方程式に対して vξ
k(i)(i = 1, · · · ,M)の合計M 個の

未知変数が含まれる．したがって，連立方程式 (3.18)を vξ
k(i)に関して一意的に解くこと

ができる 25)．この時，

zk =
M∑
i=1

πi,k(t0)vk(i) (3.19)

を用いて SMAS導入時点における部材 kの相対費用 zk を計算できる．但し，SMAS導入

時点における部材 kの損傷度分布を

πk(t0) = {π1,k(t0), · · · , πM,k(t0)} (3.20)

と表す．土木構造物全体に関する相対費用 zは

z =
n∑

k=1

zk (3.21)
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と計算できる．

なお，現実のアセットマネジメントにおいては，毎年の維持補修業務が当初計画通りに

執行できるわけではない．当初計画通りに維持補修業務を実施できず，必要な補修業務を

先送った場合を考える．この場合，補修業務を先送りしている間に，土木構造物の劣化が

進展し，当初の計画より補修費が結果的に増加してしまう場合がある．現在時刻が tnであ

るとすると，追加補修費 zは

z =
n∑

k=1

{
M∑

j=1

M∑
i=1

p1k
ij Πkξ

i c1k
j Sk − wd∗

k (d∗ + 1)
d∗

}
(3.22)

と定義できる．ただし，p1k
ij は，1年間における部材 kの劣化推移確率である．毎年，年平

均補修費を計上しており，次年度に追加で必要な額は点検補修年から経過 1年後の補修費

から次年度 tn+1の年平均補修費と昨年までの年平均補修費の累積額を引いたものを各部材

ごとに足し合わせたものを繰延不足維持補修引当金としてB/Sに計上する．次年度に補修

が行われた場合は，計上している繰延維持補修引当金と繰延不足維持補修引当金の該当分

が取り崩される．また，1年を経ても補修が実施できなかった場合，今年に計上した繰延

不足維持補修引当金を洗替法により次年度に取り崩し，新たに追加補修費を算出し、次年

度の繰延不足維持補修引当金として B/Sに計上することになる．

なお，本研究では，下水処理施設を構成する施設や機器の管理会計原則を表-1に示すよ

うに分類している．時間計画保全，事後保全方式が採用される機器に関しては，再調達価

額を法定耐用年数で除することにより減価償却費を算定している．減価償却会計による会

計処理に関しては，4.(4)で言及する．
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第4章 管理会計作成システム

4.1 管理会計情報の作成

管理会計作成システムは，工学的維持管理システム（EMS）で算定した工学的情報（年

平均維持補修費，相対費用）を会計的情報に翻訳することにより，下水処理施設の資産価額

と会計年度における資産（もしくは負債）の変化を記述する会計処理システムである．会

計処理はイベント（経済活動等）を認識，測定，伝達する行為である．会計処理手続きと

しては，1) イベントの発生（認識，測定）に伴って仕訳をする．例えば，会計年度当初に

工学的に見積もられた費用や，実際に会計年度内に支払った費用を複式簿記によって仕訳

する．2) 決算時に期初から期末までのイベントを整理することにより残高試算表 (T/B)を

作成する．3) 残高試算表を貸借対照表と損益計算書に分けることによって会計情報利用者

（ステークホルダー）に会計情報を伝達する．管理会計システムは以上の手続きを支援する

ようにシステム化されている．さらに，アセットマネジメントを実施するために必要とな

る施設管理情報（健全度やサービス水準）も提供する．

4.2 繰延維持補修会計の会計処理

繰延維持補修会計では，工学的検討により適切な補修・更新時期と補修・更新費を算出す

ることによりライフサイクル費用を算出し，その費用総額を年平均維持補修費として各年

度に割振る．その際，表-3に示すような方法で，年平均維持補修費（工学的情報）を会計

情報に翻訳（仕訳）する．土木構造物の資産価額 S1は取得原価，あるいは再調達価額で評

価する．繰延維持補修会計では，土木構造物は非償却性資産と見なされ，資産価額 S1は時

間を通じて一定である 6)．換言すれば，土木構造物の資産価額を一定に保つための点検費，

補修費を毎年費用として繰り入れる．最適点検・補修モデルを用いて求めた年平均維持補

修費 wd∗ + ed∗ を，表-3の工学的費用欄に年平均維持補修費 x円として記載する．それと

同時に，各年度の予算時に繰延維持補修引当金繰入額 x円を費用として借方計上する．そ

の費用を，将来支出する義務がある負債として認識し，繰延維持補修引当金 x円を貸方計

上する．さらに，SMASを導入する初年度においてのみ，過去の補修実績に依存する相対

費用を計上することが必要となる．相対費用は SMAS導入により発生する初期費用（経常

的費用ではない）であり，特別損失勘定に臨時維持補修引当金繰入金 y円として費用を借

方計上する．相対費用に関しても，将来支出する義務を負債として認識し，繰延維持補修

引当金 y円として追加的に貸方計上する．会計年度内に，維持補修費 (補修費，点検費等)
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z円を支払った場合，その額を維持補修引当金からの取崩しとして借方に，その財源 (現金

等) の減少を貸方に記述する．期末時に，年度内に発生した仕訳を残高試算表として整理

する．

前年度（t− 1期）に本来実施すべき補修を繰延べた結果，当該施設が劣化し，維持補修

計画の想定よりも大規模補修が必要になった場合を考える．この時，大規模補修のために

必要となる補修費と当初の計画による補修費の差額を追加補修費 aとして定義する．t年

度に発生した追加補修費相当額を繰延不足維持補修引当金繰入 a円として費用を借方計上

し，その費用は将来支出する義務があるもの（負債）として繰延不足維持補修引当金 a円

を貸方計上する．t年度の期中に大規模補修のために追加補修支出額 f 円を支払った場合，

その額を繰延不足維持補修引当金からの取崩しを借方に，またその財源（現金等）の減少

を貸方に記述する．そして期末時に今までの仕訳を纏め残高試算表を作成する．さらに，t′

期より以前の時点で追加補修費 aを計上したにも関わらず，t′期まで補修ができず，さら

に t′期までの間に劣化がさらに進行し，t′期に追加補修費 cが必要であると判明した場合

を考える．この場合，t′期に洗替法によって追加補修費の評価替えを行う必要がある．こ

の場合，予算時に過去の追加補修費額（繰延不足維持補修引当金 b）の戻し入れを行い利

益として認識する．同時に，評価替え後の追加補修費を仕訳することが必要となる．

4.3 下水道アセットマネジメント

下水道事業に供する資産群は管渠，ポンプ場，浄化センター（下水処理施設，汚水処理

施設）等の複合的施設により構成される．また，各施設は，土木構造物，建築物，機械，電

気（計測器）等に分類できる．これらの資産群は，それぞれ所与のサービス水準を保つよ

うに，点検・補修更新の最適化を通じて，ライフサイクル費用を低減することが必要であ

る．本研究の適用事例では，下水処理施設に焦点を置く．下水処理施設では，下水処理槽

が直列に配置され，処理システムのリダンダンシーが確保されていない場合が多い．この

ような下水処理施設では，下水処理槽の点検・補修を実施する際，排水を実施するために

下水処理施設の操作・運用を一時的に停止せざるを得ない．下水処理施設の点検・補修業務

を限られた時間の範囲の中で，集中的に実施することが必要となる．定期的に点検を行い，

点検結果に応じた補修を実施することが求められる．さらに，施設の劣化過程に不確実性

が介在しており，施設劣化に関する一定程度のリスクを許容しなければならない．下水処

理施設を管理するために，点検・補修の政策とその政策を適用した際の施設の劣化リスク

（リスク管理水準）およびライフサイクル費用の関係を分析することが重要な課題となる．

一般に，劣化リスクとライフサイクル費用は，互いにトレードオフの関係にある．本研究

で提案する下水処理施設管理システム（SMAS）の基本構成を図-1に示す．工学的維持管

理システム（EMS）は，戦略レベル (長期計画) ，戦術レベル (短・中期計画) ，実施レベ
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ル (単年度計画) を対象とした維持補修計画とそのフォローアップを支援するシステムで

構成されている．このうち，戦略レベルでは，対象施設に関する点検・補修政策の最適化，

及びライフサイクル費用と維持管理費の年次的推移を予測し，必要な予算計画案を作成す

る．その際，土木構造物（例えば，下水処理槽）の場合，リスク管理水準を所与として，平

均費用の最小化に資するような点検・補修政策を決定することが重要な課題となる．一方，

その他資産に関しては，資産の損傷度評価，劣化予測等に関して基本方針を決定し，用意

したシナリオパターンより各資産の最適なシナリオパターンの組み合わせを求める．戦術

レベル（短・中期計画）においては，戦略レベルにて決定した各期予算にしたがって，管

理対象となる各施設群への予算の配分を検討する．配分された予算の範囲内で，管理水準

の目標値と点検・補修・更新政策の見直しを行う．実施レベル（単年度計画）では，単年

度に点検・補修・更新を実施する対象施設を決定し，計画に従って点検・補修・更新を実

施する．各期の予算の範囲内で，計画に従った点検・補修・更新をすべて実施できない場

合は，当該年度の補修・更新の繰越量として記録され，次年度以降の計画に反映される．

アセットマネジメントにおいてライフサイクル費用評価を行うために，資産群の将来の

劣化特性を予測する必要がある．ライフサイクル費用評価の信頼性は，劣化予測モデルの

精度に大きく依存する．本システムでは，土木構造物の劣化過程の不確実性を考慮した最

適点検・補修モデル 22)を用いて，構造物の点検・補修政策を決定する．工学的維持管理シ

ステム（EMS）は，既往の下水道アセットマネジメントシステム 20), 21)をプラットフォー

ムとして，平均費用法に基づいた最適点検・補修モデルによる政策評価モジュールを付加

した内容になっている．また，最適点検・補修モデルに関しては，参考文献 22)に詳しい．

本研究における工学的維持管理システムに関しては新規性はない．工学的維持管理システ

ムの詳細については割愛する．本研究で用いる最適点検・補修モデルに基づいて，土木構

造物を維持するためのライフサイクル費用情報（年平均維持補修費，相対費用）を作成す

ることができる．これらのライフサイクル費用情報は，繰延維持補修会計原則に基づく費

用情報と整合的であるという利点がある．これらのライフサイクル情報の意義については，

参考文献 12)を参照して欲しい．EMSの重要な目的の 1つである工学的会計情報の作成プ

ロセスについて簡単に説明する．

4.4 減価償却会計処理

減価償却会計の対象とする資産は，電気系，計測系機器である．土木構造物とは異なり，

資産の耐用年数が短いため，対象とする目標期間の中で，機器・施設の取換が複数回発生す

る．繰延維持補修会計では，対象とする土木構造物を半永久的に継続して利用する資産と

位置づけるが，減価償却会計の場合は会計処理を行う電機系・計測系機器は永続的に供用

できる資産ではなく，減価償却が会計上意味を持つ資産と位置づける．電気系・計測系機器
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に対しては，工学的検討により 1ライフサイクルにかかる取替費等を見積もり，その合計

金額を資産の標準耐用年数で割ることにより，表-4に示すように標準耐用年数期間内にお

いて減価償却費 sとして借方計上する．資産を費用化することにより資産額が減少するが，

それを表現するために貸方に計上されている減価償却累計額に加算する．なお，SMAS導

入時点で，すでに資産を使用している場合，減価償却累計額

減価償却累計額 =「法定耐用年数−残存耐用年数」

　　　　　　　×減価償却費 (4.1)

を算定し，B/Sの該当資産の下に控除項目として計上する．毎期費用として計上される減

価償却費は，当該期に実際に支出されるわけではない．実際に支出されていない費用を会

計諸表のなかで費用として認識するため，減価償却費の累計額は将来の補修に対する引当

金と解釈することができる．また，財務会計で定められた電気系の法定耐用年数は 18年か

ら 20年，計測器系で 15年であり，保全・管理方法が時間計画保全である電気系は耐用年

数が一致している．しかし，計測器系では現実の資産の物理的・機能的な耐用年数と一致

していない．税制上の耐用年数を用いて減価償却費を計算した時，「減価償却費累計額」が

「補修のために必要となる費用」に一致する保証はない．この場合，毎年の維持補修費と取

得原価に対する減価償却費とを直接比較しても，維持補修費の適正度に関する適切な情報

を得ることはできない．しかし，計測器系の資産は，予算への影響が少ない資産であるの

で，資産額の齟齬が発生しても実務上は問題ないと思われる．

4.5 予算制約の問題

下水道事業体のアセットマネジメント費目は，収益的支出としての補修費と資本的支出

に大別される．補修費に関しては，単年度予算制約はあるものの，通時的には予算制約は

存在しない．管理会計システムを導入した時点において，将来にわたる補修費の支出が工

学的に見積もられており，それらは企業会計原則にある引当金としての性質を満足してい

る．土木構造物の資産価額を維持するための費用は，繰延維持補修費引当金として繰入れ

る．電気系・計測系機器に関しては，機器の更新のための減価償却費が引き当てられる．し

たがって，管理会計システムは，工学的維持管理システムで策定された維持補修計画を実

施することが前提となっており，そのための予算措置を確保することが前提となっている．

ただし，単年度予算の範囲の中で，補修を実施する施設を優先順位に基づいて選択すると

いう問題は存在する．本研究でとりあげる工学的維持管理システムは，工学的判断に基づ

いて，補修優先順位の判定システムを内蔵している．例えば，コンクリート版に関しては

表-5のような優先順位を設定している．単年度予算の中で，中性化による損傷よりも硫酸

腐食は発生しているコンクリート版の補修を優先的に実施する．一方，管理会計システム
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は，新たな施設整備や大規模補修と対応するような資本的支出に関する予算計画は含まれ

ていない．この意味で，資本的支出に関しては予算制約が存在する．このような資本投資

の実行可能性に関しては，次節で提案するような財政シミュレーションを実施して，財政

的実現可能性を検討することが必要となる．当然のことながら，資本的支出を実施した場

合には，施設を維持するための維持補修費が増加するため，工学的維持管理システムを用

いて繰延維持補修引当金を再計算しなければならない．反対に，施設を除却した場合には，

必要な維持補修費が減少するため，繰延維持補修引当金を修正することが必要となる．

4.6 繰延維持補修会計に関する補足事項

繰延維持補修会計が適用される対象には，土木構造物だけでなく，単純な減価償却会計

による会計処理が困難な機械系機器も含まれる．例えば，沈砂池ポンプ棟に設置される自

動除塵機は，状態監視保全の対象となるケーシング，軸，電動機と，事後保全の対象となス

クリーン，レーキ，スプロケット，駆動チェーンにより構成される複合的機械である．こ

のように部品間で保全・管理方法が違う機器では，状態監視保全の対象となる部品だけで

なく，事後保全の対象となる部品も同時に点検することになるため，結果的に機器全体と

しては状態監視保全の対象となる．このように異なる保全方法が混在するような機器では，

各部品の健全度の推移を詳細に把握することが困難であり，機器の保全に必要となる平均

費用と相対費用の算定が非常に複雑になる．SMAS導入時点で，対象となる機器をすでに

使用している場合，維持補修費を平均費用と相対費用に分離することが必要である．機器

全体の更新費を，更新を支配する部品の耐用年数で配分することにより平均費用を定義す

る．一方，相対費用は，

相対費用 = (更新後の平均費用×寿命)

−現有施設の維持に要する将来支出額 (4.2)

と定義できる．SMAS導入時，以上で求めた相対費用を繰延維持補修引当金として計上す

ることが必要となる．なお，繰延維持補修引当金は，管理会計情報であり，財務会計上に

その必要性が認識されているわけではない．また，各会計年度に必要な補修費を表してい

るわけではなく，アセットマネジメント部局は，各会計年度ごとに予算獲得のために努力

しなければならない．しかし，公営企業会計では発生主義会計を採用しており，繰延維持

補修引当金を将来の費用に掛かる当該年度の負担金としてB/Sに計上することも理論的に

は可能である．企業会計原則注解 18にあるように，将来の特定の費用又は損失であって，

その発生が当期以前の事象に起因し，発生の可能性が高く，かつ，その金額を合理的に見

積もることができる場合に，当期の負担に属する金額を当期の費用又は損失として引当金

に繰入れることにより，当該引当金の残高を貸借対照表の負債の部又は資産の部に記載す
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ることが可能である．従来，下水道事業体では，維持補修計画の策定が不十分であり，と

もすれば維持補修費の正確な見積もりが困難であった．このため，現行の公営企業会計で

は，繰延維持補修引当金を計上できるような仕組みになっていない．将来，下水道アセッ

トマネジメントが確立し，維持補修計画の策定方法が標準化されれば，繰延維持補修引当

金を財務会計に反映できるように公営企業会計基準を変更することが可能になると考える．
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第5章 財務シミュレーション

5.1 シミュレーションの目的

管理会計作成システムは，各会計年度に発生するイベントを管理会計として記述するこ

とを目的としている．しかし，下水道施設の運営を行う上で，将来時点における事業体の

財務構造を分析することが必要となる．このような目的を達成するためには，管理会計を

作成するだけでは不十分であり，事業体の財務的健全性の時間的推移過程をシミュレート

することが必要となる．本研究では，このような目的を達成するために財務シミュレーショ

ンモデルを提案する．財務シミュレーションモデルは，1) インフラ資産，金融資産を同時

に考慮した広義のアセットマネジメント政策の検討，2) 新規の資本投資の財政的実行可能

性の検討，3) 下水道料金等の変更による収益構造の改善可能性の検討のための財務情報を

提供することを目的としている．前述したように，管理会計は現有施設の継続的使用を目

的とした維持管理計画の執行を前提としている．このような維持管理計画の長期的実行可

能性を検討するためには，財務シミュレーションを実施することが必要である．その際，維

持管理計画の実現可能性を担保するためには，アセットマネジメントのための資金調達の

可能性を検討しておく必要がある．その上で，施設の拡張やシステムの大規模修繕を実施

するための財政余力や，現有施設の維持補修計画の実現可能性を担保するための資金調達

方策について検討することが必要である．

一般に，企業のアセットマネジメントでは，企業の物的資産（機械や建物）のマネジメ

ント方策より，金融資産のマネジメントの方が自由度が大きい．このため，物的資産の維

持補修計画を与件として，金融資産の管理運営を効率的に実施することがアセットマネジ

メントの重要な課題となる．しかし，公営企業の場合，金融資産のマネジメン方策に制度

的制約が存在し，インフラ資産のマネジメント方策が企業の財務構造に多大な影響を及ぼ

す．とりわけ，事業体の経営状況に関わらず，企業債の償還期間が一律に 30年に固定され

ており，繰上償還や借換等が自由にできないという制約がある．現在，利率が極めて高い

企業債に関して，繰上償還が認められるようになったが，企業債の早期償還を実施した事

業体は少ないのが現状である．したがって，民間企業の場合とは異なり，財務会計上発生

する一時的な資金不足や資金余剰に対応するため，施設のアセットマネジメントを通じて，

事業体の財務構造を健全化するような方策を検討することが必要となる．
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5.2 財務シミュレーションモデル

公営企業会計では，収益的収支と資本的収支が明確に区分されており，維持補修費等の

補修費は収益勘定に，再構築費等の建設改良費は資本勘定に分類・整理される 3)．資本的

支出に外部資金（企業債，国庫補助金等）が不足する場合，収益勘定を経由して企業内に

内部留保された補てん財源を用いることができるとされ，資本的収支に関する財源の均衡

が図られている．補てん財源とは，利益剰余金処分額，収益勘定留保資金（現金支出を必

要としない費用（減価償却費等）の合計額）等の資金をいう．このような財務会計の勘定

科目と下水処理施設の最適補修政策，および財務健全化政策との関係を図-2に示す．

下水処理施設を構成する土木構造物に関しては，工学的維持管理システムを用いて，必

要とされるリスク管理水準を考慮して，LCCを最小にするような維持補修計画を作成す

る．その他資産に関しては，減価償却会計原則に従って，維持補修計画を立案する．財務

シミュレーションモデルは，以上で作成した維持管理計画に従って，シミュレーション期

間中における費用の流列をシミュレートする．土木構造物の維持補修費は，実務上，資本

的支出ではなく収益的支出（補修費）に該当する．その他資産の維持補修計画で計上され

た更新費は，資本的支出（下水道整備費）に該当し，資本的支出が実施された翌年度以降，

残存価値を除いた調達費用を耐用年数の期間内で均等配分する．このように発生する費用

は，収益的支出項目の減価償却費に該当する．企業債を発行することにより更新費を調達

することも可能である．企業債は，翌年から利息を払い，5年据え置き後，企業債の償還

を開始することになる．利息は収益的支出の支払利息へ，企業債償還金は資本的支出の項

目に計上することになる．

財務シミュレーションモデルの全体構造を図-3に示す．財務シミュレーションモデルを

用いて，アセットマネジメントが財政の健全性に及ぼす効果を分析できる．すなわち、維

持補修政策の最適化により補修費の圧縮効果が生まれる．また，補修による延命効果で再

構築が後年度に繰り延べられることにより，下水道整備費が縮減される．下水道整備費の

縮減効果は，財務シミュレーションを通じて，再構築実施年度の起債の減少，後年度の企業

債元金償還金および支払利息の削減効果として把握される．LCCシミュレーションの結果

は，管理会計シミュレーションを通じて，平準化された補修費の流列として予算計画に反

映され，実施状況がモニタリングされることになる．なお，管理会計上の繰延維持補修引

当金および繰延不足維持補修引当金は，工学的な検討により算出された年平均補修費およ

び追加補修費に基づく引当金であり，財務会計上の補修引当金に対応している．本研究で

は，補てん財源の戦略的運用による起債削減政策を取り上げる．そこで，本研究では，補

てん財源として使用可能な財源として減価償却費相当額の収益勘定留保資金を取り上げる．
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5.3 指標Cによる債務削減政策

下水道処理施設は，複合的な資産で構成されており，減価償却の早い資産と遅い資産が

混在している．一方，企業債の償還期間は限られており，減価償却が早い資産に関しては，

債務の償還前に減価償却が終了し再構築が必要となり，新たな起債を必要とする．減価償

却速度と債務償還速度の差が，供用開始後から時間が経過した時期において，財務状況の

悪化を招く一因になりうる．民間企業であれば，繰り上げ償還することができるが，公企

業債の償還期間は固定であり，この問題を繰り上げ償還で解決することができない．この

問題を解決するために，新たに，指標 C を考案する．指標 C の定義は以下のように定義

する．

C =減価償却費－年企業債償還額 (5.1)

C は資産の減価償却の速度と債務の償還の速度の差を表す．繰り上げ償還に代わる方法

として，Cを毎年積み立て，再構築が生じた際，ストックされたCの累計額を戦略的に資

本的支出に充当する方法を提案する．この債務削減政策は，新たな企業債の発行額を抑制

する．さらに，将来の債務償還額を抑制する．この戦略的Cの運用は，将来の利払いを抑

える効果もあるが，このことを本質的な目的とする訳ではない．財務シミュレーションを

用いて，企業債発行の抑制政策が，将来時点における企業債発行残高や支払利子額の流列

に及ぼす効果を分析する．財務シミュレーションの結果，供用開始後時間が経過した時期

の C を増加させ，キャッシュフローを充実させる．C の累計額を新規発行に充当すると，

将来の利払いが抑制される効果があるのは言うまでもないが，C の運用は，債務の繰り上

げ償還に代わる方法として，アセットマネジメントを通じて行われていることに注目した

い．また，減価償却の速度と債務の償還の速度の差に起因する，キャッシュフローの増減

を緩和し，供用開始から時間が経過した時期において，キャッシュフローを増加させる効

果がある．財務会計上，CおよびCの繰越累積額は，使途を特定した任意積立金の一種で

ある建設改良積立金と関連付けて管理するのが適切であると考える．なお，建設改良積立

金を取り崩して固定資産を取得した場合は，相当額を組入資本金として自己資本金に組み

入れる操作が必要となる．
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第6章 適用事例

6.1 適用事例の概要

現実の下水処理場の資産データに基づいて，標準的な下水処理施設のプロトタイプを設

定した．プロトタイプモデルは，総資産数が 482個あり，供用開始時点から 26年が経過し

ている．下水処理施設の劣化要因は，主として硫酸腐食と中性化であり，過去に補修履歴

が存在する．施設ごとに劣化速度が異なり，最初沈殿池，エアレーションタンクは硫酸腐

食による劣化が，最終沈殿池は中性化による劣化が支配的である．前者の施設群は前回の

補修時点から 5年が経過している．後者は，補修直後の施設と補修後 9年目の資産群で構

成されている．下水処理施設では，電気系・計測系機器が故障した場合，直ちに下水処理

業務の停止という事態が発生する．したがって，各会計年度において，維持補修予算の中

から，これらの機器の取替え費を優先的に支出する．さらに，維持補修予算に余剰がある

場合，最適点検・補修政策に基づいて土木構造物の補修を行う．単年度予算に制約が発生

する場合，硫酸系腐食に対する補修対策を優先させるとともに，同一タイプの損傷に関し

ては劣化水準の大きい施設の補修優先順位を高くする．平成 20年度を SMAS導入の初期

年度に設定し，現時点における資産台帳（表-2参照）を作成した．資産台帳を作成する際，

各施設や機器の健全度を判定することが必要となる．本研究では，参考文献 20),21)に従っ

て施設の健全度判定を実施した．健全度の判定は，1) 施設・機器において，個々の施設・

設備の健全度を支配する機能，構成要素の抽出を行う．2) 抽出した要素ごとに判定方法・

判定基準 (表-6参照) を設定し，これらの判定基準を踏まえた健全度判定表を作成する，3)

詳細調査により各施設の健全度を判定するという手順で行った．当然のことながら，健全

度判定項目や判定基準は施設・設備の種類によって異なる．

6.2 最適点検・補修政策の決定

工学的維持管理システムを用いて，下水処理施設を構成する各施設の補修政策を求めた．

下水処理施設を構成する 482個の個別施設に対して，1) 状態監視保全, 2) 時間計画保全, 3)

事後保全のいずれの管理・保全方式を適用するかを決定した．さらに，これら 3つの管理・

保全方式に対して表-7に示すような補修シナリオを設定した．このうち，状態監視保全方

式を採用する土木構造物に関しては，3.で言及した最適点検・補修モデルを用いて，最適

点検・補修政策と平均費用，相対費用を求めることができる．その際，集計的マルコフ劣化

ハザードモデル 22)を用いて，各部位の劣化予測を行った．集計的マルコフ劣化ハザードモ
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デルを用いて，最適点検・補修モデルにおける劣化推移確率行列pを推計できる．図-4に，

コンクリート版の健全度の分布状態を予測した結果の 1例を示している．同図に示すよう

に，現時点から時間が経過するとともに，土木構造物の劣化が進行することが予測できる．

ただし，現時点において，下水処理場における土木構造物の健全度に関する点検データの

蓄積は極めて限られている．このため集計的劣化ハザードモデルの推計結果の精度に関し

ては必ずしも十分ではない．今後，点検データが蓄積されれば，土木構造物の劣化予測の

精度は改善できると考える．

最適点検・補修モデルでは，最適点検間隔と土木構造の最適補修政策を求めることがで

きる．その際，入力情報として，補修政策と補修費を入力する必要がある．その際，表-8

に示すような補修政策を考慮することとした．さらに，下水処理施設の過去の補修実績に

基づいて，補修工法と補修単価に関する情報を算定した．表-9は，最終沈殿池の側壁部を

対象とした補修工法と補修単価を例示している．最適点検・補修モデルのリスク管理水準

としてU = 0.25を設定し，最適補修政策を求めた．その結果，たとえば，最終沈殿池の最

適政策として最適点検間隔 9年，最適補修パターン 2が選択されている．以上の計算結果

は，膨大な量に及ぶため，ここでは割愛する．以上の分析結果に基づいて，各土木構造物

の劣化・点検結果をシミュレートすることができる．一例として，最終沈澱池の水槽部側

面気相部をとりあげ，現行の事後修繕方策を採用したときに実現する健全度の経年的変化

をシミュレートした結果を図-5に示している．同じく，最適政策 (政策パターン 2) を採用

した場合の経年変化を図-6に示す．図-6に示すように，補修パターン 2を採用することに

より，健全度 2の占める割合が多くなっている．すなわち，補修パターン 2は，健全度 2

の箇所に関しては補修を実施しない政策となっているためである．さらに，リスク管理水

準 U をパラメトリックに変化させることにより，水槽部側面気相部のライフサイクル費用

とリスク管理水準のトレードオフの関係を分析することができる，図-7には，水槽部側面

気相部を対象として求めた費用ーリスク曲線を示している．なお，減価償却会計を適用す

る電気系，計測系機器の補修政策に関しては，1) 時間計画保全方式はシナリオ 0，2) 事後

保全方式はシナリオ 1を採用することとした．

6.3 最適点検・補修政策の効果

最終沈殿池の最適政策として最適点検間隔 9年，最適補修パターン 2が選択を選択した．

これまでの補修政策は，事後補修的な補修パターン，政策 1が選択されてきたが，今後，事

後補修政策を続けたと仮定した場合と最適点検補修政策を続けた場合とで，どの程度ライ

フサイクルコストに差が出てくるかを分析したい．図-8では，アセットマネジメント導入

後の各回の補修費を示した．比較のため，現状政策（事後補修）の場合も重ねて示してあ

る．これによると，第 1回のみ，最適点検補修政策による補修費が，5億 4535万円，事後
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補修による補修費が 4億 6376万円となり，最適点検補修政策による補修のほうが上回る

が，その後，第 2回以降は，常に，最適点検補修政策のほうが安価に抑えられるという結

果を得た．補修政策の差による効果の推移を図-9に示している．90年間の推計では，今後，

事後補修政策による場合総額 34億 2950万円，最適点検補修政策による場合，総額 32億

3597万円となり，両者の間に 1億 9353万円の差が生まれる．この結果，最適点検補修政

策による維持補修の効果を実証した．

さらに現状政策（事後補修）採用時の健全度分布の推移図-5と，最適点検間隔補修採用

時の健全度分布の推移図-6とを比較した場合，最適点検補修政策のほうは，健全度４の割

合を比較した際，低く抑えられて推移していることが分かる．このため，供用途中での重大

損失のリスクが現状政策に比べて低く抑えられていることが分かる．堀らの研究では，損

傷度 4のときに，重大損失起こる可能性を想定している 22)

6.4 管理会計の作成

工学的維持管理システムで作成した情報に基づいて，SMASを導入する初期年度の管理

会計情報を作成する．管理会計作成システムを用いて，工学的維持管理システムで求めた

工学情報（年平均維持補修費，相対費用）を管理会計情報に変換することができる．表-10

には，SMAS導入時点（平成 19年）における管理会計情報の一部を記載している．管理

会計作成システムは，482個の資産それぞれに対して，管理会計情報を作成するとともに，

下水処理施設全体の管理会計情報として集計化した情報を出力することができる．表-10に

示すように，対象とする下水処理施設の維持補修計画を実行するためには，毎年の繰延維

持補修引当金繰入として，69,544千円を確保することが必要である．しかし，維持補修計

画より，補修作業が遅延する場合には，上記引当金計上に加え，繰延不足維持補修引当金

を計上することが必要になる場合が生じうる．

繰延維持補修引当金が負となる場合が現れている．年平均維持補修費は劣化・補修過程

が定常状態に到達した場合に，定常的に支出されるべき平均費用を表している．施設供用

後，時間が経過していない段階で，施設が健全な場合には，繰延維持補修引当金が負とな

る状態が現れる．また，状態監視保全の対象となる複合的機械の更新時期が集中した場合，

次年度会計における繰延維持補修引当金が負となる可能性がある．これは，機械更新に関

して前払い費用が発生したことと同じ意味を持つ．ライフサイクル費用総額を平準化し平

均費用を算定することにより繰延維持補修引当金を算定している．しかし，実際には，施

設の損傷や機器の故障はランダムに発生するため，年次によっては引当金以上に補修費が

支出される年度が存在する．土木構造物と比較して，電気・機械，計測器，その他機器は

耐用年数が短く，機器の故障は下水処理施設のサービス水準に直ちに影響を及ぼす．この

ため，電気・機械，計測器，その他機器に故障が発生した場合，直ちに更新・取替が実施
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される．特に，複合的機械の故障が集中的に発生した場合，繰延維持補修引当金の取り崩

しにより，残高が非常に小さくなる可能性もある．この場合，耐用年数の長い土木構造物

の維持補修に対する判断に誤りが生じる恐れがある．このような誤判断が生じる場合には，

繰延維持補修引当金を土木構造物と複合的機械に区分して表記することが望ましい．

6.5 管理会計シミュレーション

下水処理施設の補修の予算シナリオを作成し，管理会計シミュレーションを用いて管理

会計情報の経年的変化を分析する．まず，現時点から EMSで作成した維持補修計画通り

に劣化・補修過程が進行した場合を考える．本研究でとりあげる EMSは，下水処理施設

の維持補修計画の作成に焦点を置いたものである．言うまでもなく，下水道施設は下水処

理施設だけでなく管渠，ポンプ施設等で構成される複合施設であり，管理会計シミュレー

ションを行うためには，下水処理施設以外の施設・機器の維持補修費も同時に考慮する必

要がある．本研究では，下水処理施設以外の施設・機器に関しては，現行の維持補修政策

が継続されるというシナリオに基づいて，維持補修費の将来の流列を算定している．管渠，

ポンプ施設等に関する EMSが構築されれば，これらの施設・機器に関する維持補修政策

が事業体の財政状態に及ぼす影響も分析できるように，SMASを拡張することが必要であ

る．本研究で提案する SMASは，下水処理施設に関わる維持補修政策の効果をシミュレー

トすることが可能である．管理会計シミュレーションで検討すべき政策シナリオは膨大な

数に上るが，ここでは議論の見通しをよくするために，下水処理施設の中でも重要なコン

クリート構造物である水槽部に焦点を絞り，アセットマネジメントの導入が事業体の財務

状態に及ぼす影響を分析することとする．

管理会計を作成した結果，水槽部における毎年の繰延維持補修引当金は 3374万円とな

る．これに導入初期年度に相対費用として計上した，引当金 2億 1900万円を加算した 2億

5274万円が初年度の繰延維持引当金総額となる．毎年，年平均費用に相当する繰延維持引

当金が積み上げられていく．このため，繰延補修引当金の残高が多いほど，土木構造物の

補修需要が累積していることが理解できる．財政シミュレーションを実施する際，工学的

維持管理システムで作成した維持管理計画に従って，最適点検間隔で支出したケースをベ

ンチマークケースとして設定する．図-10において，ベンチマークケースにおける修繕費の

経年変化を示している．財政シミュレーションにあたって，工学的維持管理システムで作

成した維持管理計画に従って，最適点検間隔時期に支出したケースをベンチマークとして

設定する．

さらに，第 4回目 (36年目)の補修時に予算制約により，2億 5000万円しか補修できな

い場合（ケース１）図 11と第 4回目（36年目）と第 5回目（45年目）の 2回連続で予算

制約のために，2億 5000万円しか補修できない場合（ケース２）図 12を考える．
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通常は予算制約なしに，補修政策に従って必要な補修がされるが，ケース１とケース２

では補修政策を満足する補修ができない．したがって，繰延維持引当金は通常よりも積み

上がっていくことになる．さらに，補修を遅らせることで，補修政策に従って補修を実施

した場合よりもＬＣＣを通じて余分にかかる費用が発生する．この追加補修費は，ケース

１では 1389万円，ケース２では 3494万円となる．実務上では，毎年，ターゲットを絞っ

た一斉点検補修が行われ，その年に対象になった資産群を何らかの理由で十分補修できな

かった場合であっても，次回その資産群が対象となるまで大規模補修が行われないことが

多いと考えられる．

予算制約がある場合，最適補修政策に従って補修できず，一部の補修を積み残してしま

う．図－５（現状政策）と図－６（最適点検補修政策）の比較から，現状政策のほうが，最

適点検補修政策のよりも，劣化度が大きなコンクリートの割合が大きいことを示す政策土

木資産の損傷度が大きい状態が続き，重大損失が発生する危険を高める．

6.6 指標Cによる債務削減政策のシミュレーション

最適補修計画に従った場合，C 指標は図-13に示すような経年的な変化を示す．同図に

おいて，現時点から 19年から 30年後に資金不足が生じ，C の累計額（積立金）は減少す

る．これはこの期間，減価償却の速度よりも債務の償還の速度の方が上回ることを意味す

る．逆に，30年後から 45年後の期間に資金余剰が発生し．Cの累計額（積立金）は増加す

る．C の累計額 > 0が成立する場合，キャッシュフローの余剰分を資産の取替にかかる再

構築費や，新規設備にかかる建設費に充当することが可能となり，新規企業債の発行を抑

制できる．また，国庫支出金の削減を行うことが可能となる．本研究では，再構築が発生

する際に起債の代わりに充当し，起債額を抑える債務削減政策を考える．この場合，図-14

に示すように供用開始からしばらく時間がたった時期 6年後から 90年後にかけて，債務の

償還が抑制され，Cを増大させる効果を発揮する．この様子を図-13および，図-17が示し

ている．複合的な資産を有する公共施設の場合，減価償却費の速度と債務償還の速度の違

いに起因して，キャッシュフローにゆとりの出る時期と厳しくなる時期が訪れるが，これ

を公営企業の場合，債務の繰上償還では解消できない．これに代わる手段として，指標C

を積み立て，資本的支出に充当して，起債を抑制する．この結果として，債務の償還額を

押さえ，将来のキャッシュフローを増加させる仕組みを考案した．この債務削減政策が財

務の安定化に貢献することが分かった．公企業が抱える，企業債の残高について，債務削

減政策の効果がどの程度であるかについて，図-15に示す．また，起債を抑制したことによ

る，企業債残高の削減状況を図-16に示す．起債を抑制した場合，将来の利払いが抑制され

る．利払いの抑制効果についても，図-16に示す．
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第7章 おわりに

本研究では，下水道管理者が下水道施設の資産管理情報に基づいて，下水処理施設の合

理的補修を施行するための下水道管理会計システムを提案した．土木資産に関して，工学

的維持管理システムに基づくアセットマネジメント導入により，重大損失による供用中止

のリスクをコントロールしつつ，ＬＣＣコストを引き下げる効果があることを適用事例に

おいて，実証した．また，予算制約による，補修時期の延期が，将来のコスト増，ＬＣＣコ

ストを押し上げることを実証した．さらに，管理会計の中に，指標Cを導入し，これを積

立金として積み立てて，資本支出に充当し，起債を抑える債務削減政策を提案した．下水

道施設のような，複数の資産群からなる施設の場合，資産の減価償却の速度は供用開始か

らの時期によって変化する．このことにより，固定されている債務の償還速度との間に差

が生じ，供用開始後から時間が経過した時期にキャッシュフローが苦しくなる傾向がある．

多くの下水道の公営企業が累積債務の問題を抱えている中で，この速度差を調整し，安定

的なキャッシュフローを供用期間中を通じて，確保するための手法を考案した．シミュレー

ションによって，将来の債務の償還を抑えることにより，供用開始から時間が経過した時期

の，キャッシュフローを積み増す効果があることを実証した．この指標C による企業債の

発行抑制，債務削減政策は，複合的な資産を抱えるほかの公共施設に関しても，適用可能

であり，様々な公共施設の管理に有益な方法論となるだろう．下水処理施設の合理的補修

を執行するための下水処理施設管理会計システム，SMASは，1)下水処理施設の効率的維

持補修計画を策定し，工学的管理会計情報を作成する工学的維持管理システム（EMS）と，

2) 工学的管理会計情報（年平均維持補修費，相対費用）を会計的情報に翻訳し，下水処理

施設の資産価額と会計年度における資産の変化を記録する管理会計作成システム（APS）

により構成される．その際，下水道施設が保全・管理方式の異なる多くの施設群で構成さ

れることに着目して，土木構造物に関しては繰延維持補修会計原則を，電気系・計測的機

器に関しては減価償却会計原則を採用した．さらに，財務シミュレーションを通じて，ラ

イフサイクル費用の低減に資するようなアセットマネジメント戦略を検討するための方法

論を提案し，適用事例を通じて方法論の有効性を検討した．実証分析の結果，本システム

が下水処理施設のアセットマネジメントにおいて，有用な管理情報を提供しうることが判

明した．しかし，本システムの適用範囲を拡大するためには，より実用的なシステム改良

が必要である．そのためには，以下に示すような研究課題が残されている．第 1に，本研

究の適用事例では，下水処理施設に焦点を置いて管理会計システムを構築した．包括的な

下水道管理会計システムを作成するためには，汚泥処理施設，ポンプ場，管渠のアセット

マネジメントシステムを構築するとともに，それらの維持補修計画と連動するような管理
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会計システムを構築することが必要である．その結果，長期経営計画により有用な管理会

計情報を提供するシステムアプリケーションが可能となる．第 2に，本研究では減価償却

会計を用いて会計処理を行う電気系・計測系機器に関しては，これらの機器の故障履歴に

関するデータが入手可能であれば，故障解析を通じてライフサイクル費用の算定精度を向

上することができる 26)．また，これらの機器に関しても，リスク管理水準を設定し，望ま

しい管理計画を策定することが必要である 27)．第 3に，本研究を発展させてより実用的な

アプリケーションを作成するためには，現状業務を分析し，システムからのアウトプット

情報を評価する手法を確立する必要がある．土木施設の劣化過程は不確実性を伴うもので

あり，アセットマネジメントサイクルを継続することにより持続的にシステムを改良して

いくようなロジックが必要となる．さらには，予測結果と実際の差異についての評価手法

として，劣化速度のベンチマーキングモデル 28)を構築することが有用である．これを用い

て，標準原価計算を行うとともに，それとの乖離の程度を評価する方法論を確立すること

が可能である．第 4に，現実の維持補修業は，必ずしも維持補修計画とおりに遂行できる

とは限らない．また，点検の結果，新たな点検情報が得られれば，劣化予測モデルの更新

や工学的維持管理システムの改良を行うことが可能となる．最後に，財務会計と管理会計

の連携を達成することが必要である．このためには，工学的維持管理システムの標準化や

標準的原価等に関する制度的システムの確立を図ることが必要である．このような管理会

計システムの標準化は，下水処理施設の性能規定型維持補修契約を推進していくためにも

重要な検討課題になると考える．
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表-1　管理会計の組み合わせ
管理・保全方法　 　　 管理会計原則 対象施設「　 (・) は事例 」

状態監視保全　　→　繰延維持補修会計 土木構造物，複合的機械 (汚泥掻きよせ機)

時間計画保全　　→　　減価償却会計 電気・機械 (主ポンプ・主配電盤)

事後保全　　　　→　　減価償却会計　　 　 　　計測器，その他機器，建築

表-2　資産台帳システムの記述内容 (一部)
電気・機械，計測器，その他機器，建築等

資産 施設名 機器名 標準耐用 経過年数 平均損傷度 再構築費 管理方法

1 沈砂池ポンプ棟 自動除塵機 20 26 2.3 31,480千円 状態監視

2 沈砂池ポンプ棟 ベルトコンベア 20 26 2.6 9,690千円 状態監視

3 沈砂池ポンプ棟 沈砂掻揚機 20 26 2.1 28,270千円 状態監視

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·
土木構造物・複合的機械

資産 施設名 エレメント 経過年数 損傷度

　 　 1 2 3 4

200 最初沈殿池 頂版 26 80% 15% 5% 0%

201 最初沈殿池 底版 26 99% 1% 0% 0%

202 最初沈殿池 側壁W1 26 99% 1% 0% 0%

203 最初沈殿池 側壁W2 26 75% 20% 5% 0%

204 最初沈殿池 側壁W3 26 70% 20% 10% 0%

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·
注) 本表では，機械系機器の中でも状態監視保全の対象となる機器を記載している．土木構造物の損傷度は，

対象とするエレメントの中でそれぞれの損傷度に該当する箇所の面積が総面積に占める比率 (相対頻度) を

示している．



表-3　繰延維持補修会計の仕訳
時期　 工学的費用 借方 貸方 実費

1期予算時 年平均費用 x円 繰延維持補修引当金繰入 繰延維持補修引当金 　　

　　 x円 (補修費，点検費，P/L) x円 (固定負債，B/S)

　　　 相対費用 y円 臨時維持補修引当金繰入 繰延維持補修引当金 　　　

　　 y円 (特別損失，P/L) y円 (固定負債，B/S)

期中　 繰延維持補修引当金　 現金 z円　 補修費　

z円 (固定負債，B/S) (現金，B/S)

決算時

t − 1期 年平均費用 x円 繰延維持補修引当金繰入 繰延維持補修引当金 　　

予算時 　　 x円 (補修費，点検費，P/L) x円 (固定負債，B/S)

期中　 　 　 　

決算時

t期予算時 年平均費用 x円 繰延維持補修引当金繰入 繰延維持補修引当金

　　 x円 (補修費，P/L) x円 (固定負債，B/S)

　　　 追加補修費 繰延不足維持補修引当金繰入 繰延不足繰延維持補修引当金

　　 a円 (補修費，P/L) a円 (固定負債，B/S)

期中　 繰延不足繰延維持補修引当金　 現金 f 円 補修費

f 円 (固定負債，B/S) (現金，B/S)

決算時

t′ 期予算時 年平均費用 x円 繰延維持補修引当金繰入 繰延維持補修引当金

　　 x円 (補修費，P/L) x円 (固定負債，B/S)

　　　 過去の追加 繰延不足維持補修引当金 繰延不足繰延維持補修引当金

補修費 b円 b円 (固定負債，B/S) 戻入 b円 (営業利益，P/L)

　 今年度追加 繰延不足維持補修引当金繰入 繰延不足繰延維持補修引当金

補修費 c円 c円 (補修費，P/L) c円 (固定負債，B/S)

期中　 　 　 　

決算時

注) 相対費用は初年度においてのみ計上される．相対費用は SMAS導入に伴って生じる初期費用であり特

別損失勘定に組み入れる． (・) は，管理会計情報の処理方法について記載している．同表において，たと

えば t期予算時の工学的費用として算定された「年平均維持補修費 x円」に関しては，借方に仕訳けられ

た「繰延維持補修引当金繰入 x円」は修繕費用，点検費用として P/Lに，貸方の「繰延維持補修引当金 x

円」は固定負債として B/Sに計上されることを意味する．

表-4　減価償却費の仕訳
借方　 貸方

減価償却費 s円 減価償却累計額 s円

(補修費，点検費，P/L) (固定資産控除勘定，B/S)



表-5　予算制約下での優先順位の方針
コンクリート版 　損傷度４の割合　 　優先順位　

硫酸腐食 多い 1

やや多い 2

やや少ない 3

少ない 4

中性化 多い 5

やや多い 6

やや少ない 7

少ない 8

表-6 土木構造物の健全度区分
健全度 劣化段階 劣化段階の定義

1 潜伏期 コンクリートの外観上の変状が見

られない期間

2 進展期 コンクリートの変質が鋼材位置ま

でに達する期間

3 加速期 鉄筋腐食が進行する期間

4 劣化期 コンクリートの断面欠損，鉄筋の

断面減少などにより耐荷性の低下

顕著な期間

注)下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び

防食技術指針・同マニュアル 29)を参考に設定．こ

こでは，硫酸腐食環境下にない場合を対象として

いる。

表-7　管理・保全方法と補修シナリオ
管理保全 状態監視 時間計画 事後保全

方法 保全 保全 　

シナリオ 0 ● ● ●

シナリオ 1 ● ●

シナリオ 2 ●

注) シナリオ 0は， 標準耐用年数で更新，シナリ

オ 1は機能限界で更新，シナリオ 2は管理基準で

補修するという補修方針を意味する．

表-8　補修政策
政策 　　　　　　　政策の内容　　　　　

1 健全度 4のみを補修し，健全度 1へ回復する．

2 健全度 4,3のみを補修し，健全度 1へ回復する．

3 健全度 4,3,2を補修し，健全度 1へ回復する．



表-9　補修費の例 (最終沈殿地の側壁部)
健全度 補修工法と単価

1 なし

　 劣化部除去 鉄筋処理工 断面修復工

2 (小) (小) (小) 合計

9 15 35 59

　 劣化部除去 鉄筋処理工 断面修復工

3 (中) (中) (中) 合計

18 44 89 152

　 劣化部除去 鉄筋処理工 断面修復工

4 (大) (大) (大) 合計

18 59 126 204

注) 金額の単位は千円である．単価は 1m2 当たり

の金額を示している．



図-1 ＳＭＳＡの基本構造



●収益的収支 ●資本的収支

＜収入＞ ＜支出＞ ＜収入＞ ＜支出＞

下水道使用量 人件費 企業債☆(★） 下水道整備費★

雨水処理負担金 動力費 国庫支出金（★） 企業債償還金★☆

受託工事収益 修繕費★ 受益者負担金（★） その他

他会計補助金 薬品費 その他 計

その他 受託料 （補てん財源）

計 受託工事費 補てん財源 計

減価償却費（★） 損益勘定留保資金

支払利息★☆ 利益剰余金処分額

その他 その他

計 ★：最適修繕政策により削減が可能な項目

差引損益 ☆：債務削減政策により削減が可能な項目

図-2 最適補修計画と債務削減政策の関係
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工学的維持管理システム

ＬＣＣ最小化維持管理補修計画

そのほか資産

減価償却会計原則

維持管理補修計画

補修費(収益的支出) 更新費(資本的支出）
下水道整備費

費用流列の
シミュレート

・補修費の圧縮
・延命化による再構築の繰延，
・再構築実施年度の起債の減少 下水道整備費の圧縮
・企業債元金償還金，支払い利息の削減

財務的健全性の時間的推移過程
・インフラ，金融資産を同時に考慮した広域のアセットマネジメント政策
・新規資本投資の財政的実行可能性
・下水道料金などの変更による収益構造の改善可能性

施設の拡張や大規模補修に対する財政余力
維持補修計画実現の資金調達方策

最適化の具体的効果

情報提供

財務的検討

最
適
化
検
討

・自立的予算調達の基礎情報
・実施状況のモニタリング

管理会計シミュレーション

土木資産
土木以外の資産

図-3 財政シミュレーションモデルの基本構造
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（最適点検補修モデル）
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図-10 繰延維持補修引当金の推移
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意を表します．京都大学大学院工学研究科のGCOE特定助教，吉田護先生には，ご多忙の

中，暖かい励ましの言葉と，ご助言を頂きました．心より御礼申し上げます．本学ＭＢＡ

卒業生の鶴田岳志様にはこの研究の先駆者として，お忙しいところ，大変重要なご指導を

頂きました．ありがとうございました．心から，感謝しております．そして，計画マネジメ

ント論研究室の諸兄には，日頃の研究に対する姿勢や生活態度から，大変刺激を受けまし

た．また後輩の皆さんには，本研究を取りまとめる上での多大な御協力を頂きました．こ

こに深く感謝する次第です．




